
令和７年３月

（一財）富山県建築住宅センター

建築確認業務等の申請手数料の改定及び新設の確定について（お知らせ）

平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
令和７年２月にご案内いたしました建築確認関係の改定手数料（案）の他、

以下の業務の手数料改定及び新設について、確定いたしましたのでお知らせいたし
ます。

何卒ご理解のほどよろしくお願い申し上げますとともに、今後とも適正、迅速な
業務運営を図るなど、サービスの充実に努めて参りますので、引き続き当センター
をご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

1 建築確認検査業務等の手数料の改定

2 省エネ適合性判定業務の手数料の新設

3 適合証明業務（フラット35）の手数料の改定

4 各種証書再交付手数料の改定

5 施行日

お 客 様 各 位

令和7年4月1日



● 建築等一般（基本料金） 単位：円（非課税）

超

★ 確認申請関係
◎ 申請床面積の算定

◇ 同一敷地内に２棟以上の建築物を申請する場合の確認申請手数料は、それぞれの建築物の申
請床面積の合計を適用
※ 複数棟の申請で、特例の有無が混在する場合は、特例無の区分を適用

◇ 同一棟の増築の申請において、構造耐力に関わる遡及適用がある既存建築物（既存不適格建
築物を含む）の場合は、増築に係る申請部分の床面積と、当該既存部分の床面積の２分の１
を加えた床面積を適用

◎ 確認申請の加算額
■ 建築基準法関係

① 構造計算等による構造強度に係る審査を要する場合
② 天空率の審査を要する場合

（道路、隣地及び北側高さ制限における 2 以上の審査を要する場合も含む）
③ 日影の審査を要する場合

単位：円（非課税）

超

■ 省エネ基準関係
① 省エネ基準への適合を仕様基準のみにより評価されている場合
② 省エネ適合性判定が必要な建築物で、省エネ適合性判定機関が他機関により交付済の審査

整合性を要する場合（住宅性能評価書等が他機関交付の場合も含む）
単位：円（非課税）

超

■ 建築確認検査・仮使用認定業務 2025/04/01

  床面積（㎡） 確認申請 中間検査
完了検査・仮使用認定

特例 計画変更 中間検査無 中間検査有

30 以内
有 8,000 5,000 15,000 16,000 15,000

無 14,000 8,000 18,000 22,000 20,000

20,000 18,000

無 21,000 12,000 22,000 25,000

有 14,000

22,000

100 超 200 以内
有 21,000 12,000 24,000

30 超 100 以内
8,000 18,000

26,000 25,000

無 30,000 17,000 31,000 33,000 31,000

  床面積（㎡） ①構造計算 ②天空率 ③日影図 備考

42,000 43,000 41,000200 500 以内 － 40,000 22,000

200 300 以内 33,000
200 以内 22,000

10,000 10,000

200 300 以内 20,000

  床面積（㎡） ①仕様基準 ②整合性確認 備考
200 以内 18,000

11,000



★ 計画変更確認申請関係
◎ 申請床面積の算定

◇ 計画変更確認申請は、一の申請につき、申請建築物の床面積を適用
◇ 複数棟の申請で、特例の有無が混在する場合は、特例無の区分を適用
◇ 床面積増が含まれる場合は、床面積の増分加えた床面積に応じ適用
◇ 直前の確認済証の交付を他機関から受けている計画変更確認の場合は、申請建物全体の床面

積に応じ、確認申請手数料を適用
◇ 計画変更時、構造仕様規定の審査が必要な場合は、申請建物全体の床面積に応じ、確認申請

手数料を適用
◎ 計画変更確認申請の加算額

■ 建築基準法関係
① 確認加算手数料に該当する内容の計画変更を含む場合（該当する確認加算手数料を加算）

・構造計算書 ・天空率 ・日影
■ 省エネ基準関係

① 省エネ基準（仕様基準等）に関わる審査を要する場合
② 省エネ適合性判定が必要な建築物で、省エネ適合性判定機関が他機関により交付の変更等

に係る通知書等に関し、審査整合性を要する場合
単位：円（非課税）

超

★ 中間検査申請関係
◎ 申請床面積の算定

◇ 中間検査の対象となる申請建物の床面積を適用
◎ 中間検査申請の加算額

■ 建築基準法関係
直前の確認済証の交付を他機関から受けている中間検査の場合は、申請建物全体の床面積に
応じ、計画変更の手数料を中間検査に加算した手数料を適用

★ 完了検査申請関係
◎ 申請床面積の算定

◇ 複数棟の申請で、特例の有無が混在する場合は、特例無の区分を適用
◇ 直前の仮使用認定通知書の交付を受けている場合（当センター交付のみの取り扱い）

① 建築する部分の一部に仮使用認定を受けている完了検査 
・ 検査対象面積全体から仮使用認定を受けた部分の床面積を除いた床面積を適用

② 建築する部分全てに仮使用認定を受けている完了検査
・ 検査対象面積全体で仮使用認定を受けた場合は、30㎡以下の手数料を適用

※ 仮使用認定申請時に下記同様の加算額適用の場合は、完了検査時の加算額は適用しない
◇ 棟別の部分完了検査を受ける場合は、当該検査対象面積を適用

※ 棟別で、特例の有無が混在する場合でも、それぞれ特例無の区分を適用

200 300 以内 20,000

  床面積（㎡） ①仕様基準 ②整合性確認 備考
200 以内 18,000

11,000



◎ 完了検査申請の加算額
■ 建築基準法関係

直前の確認済証の交付又は中間検査の合格証を他機関から受けている完了検査の場合は、
申請建物全体の床面積に応じ、計画変更の手数料を完了検査に加算した手数料を適用

■ 省エネ基準関係
① 省エネ基準への適合に係る検査を要する場合（省エネ適判又は仕様基準）
② 省エネ適合性判定が必要な建築物で、省エネ適合性判定機関が他機関により交付（変更等

含む）に係る通知書等に関し、審査整合性を要する場合
単位：円（非課税）

超

★ 申請書等記載事項変更届（旧軽微変更報告書）の審査手数料
◎ ２号建築物に対する申請書等記載事項変更届が提出された場合、建築確認計画変更の手数料規定

のうち、30㎡以内のものを準用
※ ただし、令和７年度に限り、新規に下記審査が必要な場合は、当届出時にそれぞれの手数料を適用

① 完了検査申請までに、新たに構造仕様規定の審査が必要な場合、計画変更の手数料を適用
② 完了検査申請までに、新たに省エネ仕様規定の審査が必要な場合、省エネ審査の手数料を適用
③ 上記各規定の審査が同時に必要な場合は、それぞれの手数料を加算

★ 軽微な変更説明書（完了検査時）の審査手数料
◎ 完了検査における指摘事項等に対し、軽微な変更説明書の提出があった場合、申請書等記載事項

変更届の手数料規定を準用

★ 追加説明書の審査手数料
◎ 完了検査における指摘事項等に対し、追加説明書の提出があった場合、建築確認計画変更の手数

料規定を準用

★ 仮使用認定の申請手数料
◎ 申請床面積の算定

◇ 仮使用認定の受ける部分の面積を適用し、仮使用認定に係る申請手数料は、
完了検査（中間検査無）の手数料規定を準用

◇ 複数棟の申請で、特例の有無が混在する場合は、特例無の区分を適用
◎ 仮使用認定申請の加算額

■ 省エネ基準関係
① 省エネ基準への適合に係る検査を要する場合（省エネ適判又は仕様基準）
② 省エネ適合性判定が必要な建築物で、省エネ適合性判定機関が他機関により交付（変更等

含む）に係る通知書等に関し、審査整合性を要する場合
単位：円（非課税）

超

200 300 以内 13,000

  床面積（㎡） ①省エネ検査 ②整合性確認 備考
200 以内 11,000

11,000

200 300 以内 13,000

  床面積（㎡） ①省エネ検査 ②整合性確認 備考
200 以内 11,000

11,000



● 一戸建て住宅 ※ 当センターに建築確認申請書を同時に申請した場合
単位：円（税込）

※ その他とは、仕様基準及び計算の併用又は気候風土住宅をいう

◎ 申請手数料の加算額
① 当該建築物の建築確認を他機関等に申請する場合、上記判定料金に下記金額を加算する

単位：円（税込）

◎ 申請手数料の減額
① 当センターに住宅性能評価申請と併せて申請した場合、以下の手数料とする

単位：円（税込）

■ 建築物エネルギー消費性能判定業務（省エネ適判） 2025/04/01

適用区分 床面積の合計 当初申請 変更申請
軽微変更
該当証明

標準入力方法
200㎡未満 44,000 24,000 24,000
200㎡以上 55,000 30,000 30,000

その他
200㎡未満 33,000 20,000 20,000
200㎡以上 44,000 27,000 27,000

適用区分 床面積の合計 ①他機関確認 備考

標準入力方法
200㎡未満

11,000
200㎡以上

その他
200㎡未満
200㎡以上

適用区分 床面積の合計 当初申請 変更申請
軽微変更
該当証明

標準入力方法
200㎡未満 11,000 11,000 11,000
200㎡以上 14,000 14,000 14,000

その他
200㎡未満 11,000 11,000 11,000
200㎡以上 14,000 14,000 14,000

0



● 新築戸建て住宅（竣工済含む）
単位：円（税込）

● 当業務は、建築基準法の確認検査が、当センターに申請された物件に限り受付実施

○ 併用とは、当機関が行う、次に掲げる検査業務のいずれかの現場検査申請と併せてフラット 35 現場検査申請が

あり、同時に検査を行う場合

① 建築基準法による完了検査

② 住宅の品質確保の促進等に関する法律による建設住宅性能評価の現場検査

○ 基本料金の対象には、当センターが発行した証明書他の添付により基準が確認できる場合も含む

○ 省エネの加算とは、上位の省エネ基準等を満たす場合の検査

○ 軽微な変更があった場合、再計算が必要なもの等は、設計検査手数料の２分の１を適用（千円未満切捨て）

○ 一戸建ての住宅とは、住宅の用途以外の用途に供する部分（自動車車庫を除く）を有しない住宅をいう

○ 一戸建て住宅の上記以外の申請種類、共同住宅等及び賃貸住宅に関する申請手数料は、別途見積り

8,000

5,000

竣工現場検査
単独

併用

併用

11,000

22,000

13,000
0

5,000

■ 適合証明業務（フラット35） 2025/04/01

申請種類
省エネ 耐震性 可変･耐久性

※追加選択項目毎の加算額（基本料金に対し）
ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ性

設計検査

竣工済特例 単独

中間現場検査
単独

5,000

5,000

0

5,000

基本料金

33,000

0

22,000

－

17,000

11,000

85,000

13,000 0

0

5,000

0



● 対象となる証書等とその手数料

・ 各業務の全てにおいて、証書等の再交付（紙発行）をいたします。
・ 再交付を申請する場合の手数料は、証書１通につき、5,000円（税込）とします。

■ 各種証書再交付手数料 2025/04/01

0


